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●記念講演
演題　「学びの主体者をどう育てるか」　　
―教育基本法「改正」に抗して―　　　
　　
 講師　EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o(\s\up 15(こ),児)

EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o(\s\up 15(み),美)

EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o(\s\up 15(かわ),川)　EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o(\s\up 15(こう),孝)

EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o(\s\up 15(いち),一)

EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o(\s\up 15(ろう),郎)　（法政大学）
＜講師紹介＞　        最近の新自由主義の教育改革の動きに詳しい
１９６３年、東京の生まれ。東京大学大学院教育学研究科を経て、
１９９６年より、法政大学専任講師。
１９９９年より、現職
専攻は、教育学。研究テーマは、青年期教育、教育政策、キャリア教育など著書（単著）に、『新自由主義と教育改革』（ふきのうとう書房）『若者とアイデンティティ』（法政大学出版局）。主な共著に、『新
学力観をのりこえる』（国土社）『いま、なぜ教育基本法の改正か』（国土社）『ニート・フリーターと学力』（明石書店）など。
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≪講演レジメからの抜粋≫
０．安倍新政権誕生の意味？

· 新政権の特徴

· なぜ、「教育改革」が優先課題か？

１．子どもたちをめぐる状況

· 「学校から職業への移行」の長期化、複雑化、不安定化　　　一定の「移行期間」（＝ポスト青年期）の出現

　　　　　　　「ストレーター」の減少

学校と就業、正規雇用と非正規雇用とニート状態を行きつ戻りつする

ここ１～２年の新規学卒者の就職率の若干の回復はあるが･･･

　　　　　　　　　　　←企業の業績回復、10年来の新規採用の“絞り込み過ぎ”の見直し、団塊世代の大量リタイアへの対処･･･

　　　　　　　内実の厳しさ

　　　　　　　　　　「厳選採用」という方針の維持

　　　　　　　　　　「雇用ポートフォリオ」（日経連　『新時代の日本的経営』　1995年）の堅持

　　　　　　　　　　　　　　　→就職活動における「二極化」　　「エンプロイアビリティ」（雇用される能力）という分割線

· 長期的な傾向として見れば、フリーターやニートはいなくならない

· 「将来展望の閉塞」が、子どもたちの日常を覆っている

　　　　将来が見えない“不安”、将来が見えてしまっている“あきらめの念”

　　　　重苦しい日常への対処法

　　　　　①「勝ち組」にしがみつくために、学力競争に乗り続ける

　　　　　②「将来」を考えないことにして「今」を充実させる部活、サブカルチャー、友だち、消費生活･･･

　　　　　③ほどよく、①②の折り合いをつけて生活する

２．子どもたちの“苦境”をつくりだす現在の教育改革、そして教育基本法「改正」の策動

· 今日の教育政策（教育改革）の背景にあるもの

· そのためには、何が必要となるか

· 教育基本法「改正」がねらっているもの

３．学びをめぐる状況
· ＴＩＭＳＳ と ＰＩＳＡ　　　　　　　両者が測ろうとしている「学力」は、根本的に異なる

　　　　　　　　両者において、日本の子どもの順位が下がっていることは、何を意味するか？

· 子どもたちのなかに、学習へのモチベーションが沸いてこない状況

　　　　　　　「受験システム」に基づく学習の動機づけの崩壊

　　　　　　　子どもたちの「根源的な問い」には応えない学校知→学ぶことの意味が問われている

· 子どもたちに“学力をつけさせない”教育政策の展開、学習コースの複線化

　　　　　　　新学力観　→教育の「複線的」構造

　　　　　　　「すべての子どもに確かな学力を」の放棄

４．学びの主体者を育てる
· 子どもたちを“賢くしない”政策、に抗して

　　　　　　　→私たちの課題は、子どもたちの「社会的自立」を支え

「主権者」に育て

「働く場の主人公」になるための力をつけること

· 生きること、働くこと、社会参加することの本質。人間にとっての意味･･･

　　　　　主権者＝「平和的な国家及び社会の形成者」（教育基本法第１条）の育成

· 子ども・若者が主体になる学び

　　　　　　　学びとは、本来、「①世界づくり、②仲間づくり、③自分づくり」の営み

　　　　　　　　　　　→学習の総合化・共同化・主体化の必要性

（ユネスコ　「学習権宣言」1985年）
日本と世界の現実を対象化する

「批判的な学び方」の学習

· とりわけ、ノンエリートの自立像を

　　　　学力競争に吊り上げられるのではなく、「ごく普通の若者がごく普通に幸せに生きていく」モデルを、いっしょに考える

困難をきり拓くための「共同の世界」を大事に

　　　　　　　　　　　人と人が切り裂かれる社会状況のなかで･･･

個人主義的な問題「解決」には限界がある

●　ユネスコ学習権宣言　　1985年3月29日採択
　(子どもの権利条約をすすめる会訳)

　学習権を承知するか否かは、人類にとって、これまでにもまして重要な課題となっている。
　学習権とは、

　　読み書きの権利であり、

　　問い続け、深く考える権利であり、

　　想像し、創造する権利であり、

　　自分自身の世界を読みとり、歴史をつづる権利であり、

　　あらゆる教育の手だてを得る権利であり、

　　個人的・集団的力量を発揮させる権利である。

　成人教育パリ会議は、この権利の重要性を再確認する。

　学習権は未来のためにとっておかれる文化的ぜいたく品ではない。

　それは、生き残るという問題が解決されてから生じる権利ではない。

　それは、基礎的な欲求が満たされたあとに行使されるようなものではない。

　学習権は、人間の生存にとって不可欠な手段である。

　もし、世界の人々が、食糧の生産やその他の基本的な人間の欲求が満たされることを望むならば、世界の人々は学習権をもたなければならない。

　もし、女性も男性も、より健康な生活を営もうとするなら、彼らは学習権をもたなければならない。

　もし、わたしたちが戦争を避けようとするなら、平和に生きることを学び、お互いに理解し合うことを学ばねばならない。

“学習”こそはキーワードである。

　学習権なくしては、人間的発達はありえない。

　学習権なくしては、農業や工業の躍進も地域の健康の増進もなく、そして、さらに学習条件の改善もないであろう。

　この権利なしには、都市や農村で働く人たちの生活水準の向上もないであろう。

　端的にいえば、このような学習権を理解することは、今日の人類にとって決定的に重要な諸問題を解決するために、わたしたちがなしうる最善の貢献の一つなのである。

　しかし、学習権はたんなる経済発展の手段ではない。それは基本的権利の一つとしてとらえられなければならない。学習活動はあらゆる教育活動の中心に位置づけられ、人々を、なりゆきまかせの客体から、自らの歴史をつくる主体にかえていくものである。

　それは基本的人権の一つであり、その正当性は普遍的である。学習権は、人類の一部のものに限定されてはならない。すなわち、男性や工業国や有産階級や、学校教育を受けられる幸運な若者たちだけの、排他的特権であってはならない。本パリ会議は、すべての国に対し、この権利を具体化し、すべての人々が効果的にそれを行使するのに必要な条件をつくるように要望する。そのためには、あらゆる人的・物的資源がととのえられ、教育制度がより公正な方向で再検討され、さらにさまざまな地域で成果をあげている手段や方法が参考になろう。

　わたしたちは、政府･非政府双方のあらゆる組織が、国連、ユネスコ、その他の専門機関と協力して、世界的にこの権利を実現する活動をすすめることを切望する。

　エルシノア、モントリオール、東京、パリと続いたユネスコ会議で、成人教育の大きな前進が記されたにもかかわらず、一方には問題の規模の大きさと複雑さがあり、他方には適切な解決法を見出す個人やグループの力量の問題があり、そのギャップはせばめられてはいない。
　1985年３月、ユネスコ本部で聞かれた第４回国際成人教育会議は、現代の問題のスケールの大きさにもかかわらず、いやそれだからこそ、これまでの会議でおこなわれたアピールをくり返しのべて、あらゆる国につぎのことを要請する。すべての国は、成人教育の活動においても、サービスにおいてもたしかな発展をとげるために、大胆で想像力に満ちた努力をおこなうべきである。そのことによって、女性も男性も、個人としても集団としても、その目的や条件や実施上の手順を自分たちできめることができるようなタイプの成人教育を発展させるのに必要な、教育的･文化的･科学的･技術的蓄積を、わがものとなしうるのである。

　この会議は、女性と婦人団体が貢献してきた人間関係における新しい方向づけとそのエネルギーに注目し、賛意を表明する。その独自の経験と方法は、平和や男女間の平等のような人類の未来にかかわる基本的問題を解決するための中心的位置を占めるものである。したがって、より人間的な社会をもたらすことは、ぜひとも必要なことである。

　人類が将来どうなるか、それは誰がきめることか。これはすべての政府・非政府組織、個人、グループが直面している問題である。これはまた、成人の教育活動に従事している女性と男性が、そしてすべての人間が個人として、集団として、さらに人類全体として、自らの運命を自ら統御することができるようにと努力している女性と男性が、直面している問題でもある

· 財界が狙う教育改革【日本経済団体連合会　義務教育改革についての提言】
http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2006/018.html
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